別記様式第１号（食品製造業者）
「プ ロ ジェ ク ト」 計 画 書
《　　　プ　ロ　ジ　ェ　ク　ト　名　　　》
	市町村名
	
	対象地域
	
	分　野
	食品製造
（　　　　　　　　）

	事業実施主体名
	
	代表者氏名
	
	住所又は主たる事務所の所在地・連絡先
	

	事業実施主体構成
	


	プロジェクト目標

	各年次目標
	単位
	現　　状
（　　.　）
	１ 年 目
（　　.　）
	２ 年 目
（　　.　）
	最 終 年
（　　.　）

	
	(1)　農林水産業を起点とした産出額（増加額）
	千円
	（   －   ）
	（ 　     ）
	（      　）
	（  　   ）

	
	(2)　県産農林水産物の使用量を現在より増加（重量・価格）
	t・千円
	（   －   ）
	（ 　     ）
	（      　）
	（  　   ）

	
	(3)ア　県産農林水産物の使用割合を現在より10ポイント以上増加
	％
	（   －   ）
	（ 　     ）
	（      　）
	（  　   ）

	
	　 イ　新たに導入される設備等で使用する県産農林水産物の使用割合が50％以上増加　　　　
	％
	  －   　
	
	
	　

	
	(4)　県内農林漁業者との取引の拡大（重量・価格）
	ｔ・千円
	（   －   ）
	（ 　     ）
	（      　）
	（  　   ）

	
	(5)　雇用の拡大（１.５名（３７５人日）以上）
	人日
	
	
	
	

	独自の目標項目
	①
	
	
	
	
	

	
	②
	
	
	
	
	


※括弧内は現状からの増減値を記載する。
	プロジェクトの概要
	

	特記事項
	産出額の増大
	

	
	雇用の創出
	

	
	創意工夫
	

	
	実現性
	

	
	地域への波及効果
	

	
	その他
	


　
	実施年度（　　年度）

	事業計画
	事業内容
	

	
	事業費（内訳）
	

	
	補助対象事業費
（内訳）
	


　
（注）１．「分野」欄の括弧内には、主として使用する農林水産物の品目に応じて、土地利用型作物、園芸、畜産、林業、特用林産物、水産のいずれか（複数可）を記載すること。
２．独自の目標項目の設定にあたっては、県内農林漁業者との連携に関する目標を少なくとも１項目以上設定すること。
３．要領第２の６に掲げる目標（１）～（３）については、別記様式第１号の２及び３から転記すること。
○プロジェクト計画書に関する補足事項
	１　事業実施主体の概要
（１）県産農林水産物の使用の現状と課題
（２）県産農林水産物の使用の目標と期待する効果
　　 ※使用量を増加させる農林水産物の品目及び調達方法を具体的に記載すること。
２　具体的な取組と役割分担
取り組む項目
実施年度
利用する事業名
連携・協力機関
特記事項
※プロジェクト期間中に、本事業と一体的に若しくは連携して行う補助事業等について全て記載すること。
３　支援事業の内容
事業内容
実施
年度
事業費（千円）
下段は補助対象事業費
負担区分（千円）
備考（負担割合等）
県
下段は補助対象分
その他（自己負担）
下段は補助対象分
内
４　有識者等の意見及びその対応
意　見（意見者：　　　　　　　　　　　）
対　　　　応
５　添付書類
（１）事業実施主体の概要（様式第１号の１）
（２）県産農林水産物の使用計画（様式第１号の２、３）
　※「県産農林水産物の使用割合を現在より10ポイント以上増加」を目標とする場合は様式第１号の２のみ提出）
　　「新たに導入される設備等で使用する県産農林水産物の使用割合が50％以上増加」を目標とする場合は様式１号の２及び
様式１号の３を提出すること）
（３）直近の経営状況、販売・流通計画（様式第１号の４）
（４）事業実施計画書（別記様式第６号）及びその添付書類
（５）決算書の写し（直近３か年分）
（６）施設・設備等の整備に係る参考見積書の写し



別記様式第１号の１
事業実施主体の概要
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　     　　年　　月　　日現在
	名称（ふりがな）
	　　　　　　　　　　　（　　　　　　　　　　　　　　）

	代表者職氏名（ふりがな）
	　　　　　　　　　　　（　　　　　　　　　　　　　　　）

	本社所在地
	（〒　　-　　　）
TEL：　　　　　　　　FAX：　　　　　　　ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ：

	事業実施場所（住所）
	（〒　　-　　　）

	設立年月日
	年　月　日

	資本金
	万円

	直近期末の売上高
	万円（内、食品製造部門　　　　　万円）

	社員（構成員）数
	　　　　　　名　（内訳：正社員　　　名、パート　　　名）

	沿革（創業から現在）
	

	事業実施主体の事業内容
及び主な商品
	

	過去の類似関連事業の実績、実施内容等
	

	主な取引先
	


※既存パンフレット等でも可
	連絡担当者
	職・氏名：
TEL：　　　　　　　　FAX：　　　　　　　　　E-mail：


[image: image1.emf]目標：県産農林水産物の使用量(重量又は価格)を現在より増加すること

目標：県産農林水産物の使用割合(重量又は金額)を概ね10ポイント以上増加すること（「10ポイント増加」とは使用割合（重量又は金額）を更に10%上積みすることをいう。例：20％⇒30％）
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全体の使用量

重量Ｄ0(ｔ)

又は金額ｄ0(千円)

県産農林水産物の使用

量

重量Ｅ0(ｔ)

又は金額ｅ0(千円)

左記のうち

県内農林水産業者等と

取引する

重量Ｆ0(ｔ)

又は金額ｆ0(千円)

県産農林水産物

の主な仕入先

全体の使用量

重量Ｄ1(ｔ)

又は金額ｄ1(千円)

県産農林水産物の使用

量

重量Ｅ1(ｔ)

又は金額ｅ1(千円)

左記のうち

県内農林水産業者等と

取引する

重量Ｆ1(ｔ)

又は金額ｆ1(千円)

県産農林水産物

の主な仕入先

全体の使用量

重量Ｄ2(ｔ)

又は金額ｄ2(千円)

県産農林水産物の使用

量

重量Ｅ2(ｔ)

又は金額ｅ2(千円)

左記のうち

県内農林水産業者等と

取引する

重量Ｆ2(ｔ)

又は金額ｆ2(千円)

県産農林水産物

の主な仕入先

全体の使用量

重量Ｄ3(ｔ)

又は金額ｄ3(千円)

県産農林水産物の使用

量

重量Ｅ3(ｔ)

又は金額ｅ3(千円)

左記のうち

県内農林水産業者等と

取引する

重量Ｆ3(ｔ)

又は金額ｆ3(千円)

県産農林水産物

の主な仕入先

その他農林水産物

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

上記を様式第1号の各

年次目標（２）「県産

農林水産物の使用量を

現在より増加」に転記

上記を様式第1号の各

年次目標（４）「農林

漁業者との取引の拡

大」に転記

⇒同左 ⇒同左 ⇒同左 ⇒同左 ⇒同左 ⇒同左

#DIV/0!

使用する農林水産物

のうち県産使用割合[％]

Ｈ1(Ｅ1/Ｄ1)[重量]

又はｈ1(ｅ1/d1)[金額]

#DIV/0! ⇒同左

使用する農林水産物

のうち県産使用割合[％]

Ｈ2(Ｅ2/Ｄ2)[重量]

又はｈ2(ｅ2/d2)[金額]

#DIV/0! ⇒同左

使用する農林水産物

のうち県産使用割合[％]

Ｈ3(Ｅ3/Ｄ3)[重量]

又はｈ3(ｅ3/d3)[金額]

#DIV/0! ⇒同左

#DIV/0!

県産農林水産物を基点とした産出額

[千円]

Ｊ1（Ｃ1*Ｈ1又はＣ1*ｈ1）

#DIV/0! ⇒同左

県産農林水産物を基点とした産出額

[千円]

Ｊ2（Ｃ2*Ｈ2又はＣ2*ｈ2）

#DIV/0! ⇒同左

県産農林水産物を基点とした産出額[千

円]

Ｊ3（Ｃ3*Ｈ3又はＣ3*ｈ3）

#DIV/0! ⇒同左

県産使用割合(重量又は金額)

の増加分[％]

（Ｈ1－Ｈ0）

（ｈ1－ｈ0）

#DIV/0!

県産使用割合(重量又は金額)

の増加分[％]

（Ｈ2－Ｈ0）

（ｈ2－ｈ0）

#DIV/0! ⇒同左

県産使用割合(重量又は金額)

の増加分[％]

（Ｈ3－Ｈ0）

（ｈ3－ｈ0）

#DIV/0! ⇒同左

県産農林水産物に起因する付加価値額

の増加分[千円]

（Ｊ1－Ｊ0）

#DIV/0!

県産農林水産物に起因する付加価値額

の増加分[千円]

（Ｊ2－Ｊ0）

#DIV/0! ⇒同左

県産農林水産物に起因する付加価値額

の増加分[千円]

（Ｊ3－Ｊ0）

#DIV/0! ⇒同左

※県産農林水産物を基点とした産出額＝（年度ごとの）（売上額（合計）－原材料費（全体））×県産（原材料）使用割合

別記様式第１号の２　　県産農林水産物の使用計画

[プロジェクト名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　]

１　年　目（　　　.　　）

（重量・金額）

使用割合のベース

（重量又は金額を○で囲むこと）

現状（　　　.　　） ２　年　目（　　　　） 最　終　年（　　　.　　）

売上額[千円]　　Ａ

0

⇒様式第1号の各年次目標（３）ア「県産農林

水産物の使用割合を現在より10ポイント以上

増加」の（　）内に転記

⇒様式第1号の（１）「農林水産業を起点とし

た産出額（増加額）」の（　）内に転記

原材料費[千円]　Ｂ

0

付加価値額[千円]

Ｃ

0

(Ａ

0

-Ｂ

0

)

原材料名

（農林水産物名）

本

事

業

で

使

用

す

る

農

林

水

産

物

合計

様式第1号への転記

使用する農林水産物

のうち県産使用割合[％]

Ｈ0(Ｅ0/Ｄ0)[重量]

又はｈ0(ｅ0/d0)[金額]

⇒様式第1号の各年次目標（３）ア「県産農林

水産物の使用割合を現在より10ポイント以上

増加」に転記

県産農林水産物を基点とした産出額[千円]

（※）

Ｊ0（Ｃ0*Ｈ0又はＣ0*ｈ0）

⇒様式第1号の各年次目標（１）「農林水産業

を起点とした算出額」に転記


[image: image2.emf]別記様式第１号の３　県産農林水産物の使用計画（新たに導入される設備等による部分）

[プロジェクト名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　]

目標：新たに導入される設備等において、県産農林水産物の使用割合（重量又は金額）を概ね５０％以上増加すること。
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県産農林水産物の使用量

重量Ｅ0（ｔ）

又は金額ｅ0(千円)

県産農林水産物

の主な仕入先

全体の使用量

重量Ｄ1（ｔ）

又は金額ｄ1（千円）

県産農林水産物の使用量

重量Ｅ1（ｔ）

又は金額ｅ1(千円)

県産農林水産物

の主な取引先

全体の使用量

重量Ｄ2（ｔ）

又は金額ｄ2（千円）

県産農林水産物の使用量
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又は金額ｅ2(千円)
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合計
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#DIV/0!

⇒様式第1号の各年次目標

（３）イ「新たに導入される

設備等で使用する県産農林水

産物の使用割合50％以上」に

転記

使用する農林水産物のうち

県産使用割合[％]

Ｇ1(Ｅ1/Ｄ1)[重量]又はｇ

1(e1/d1）[金額]

#DIV/0!

⇒同左

使用農林水産物のうち県産

使用割合[％]

Ｇ2(Ｅ2/Ｄ2)[重量]又はｇ

2(e2/d2）[金額]

#DIV/0!

⇒同左

#DIV/0!

県産農林水産物を基点とし

た産出額[千円]
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※県産農林水産物を基点とした産出額＝（年度ごとの）（売上額（合計）－原材料費（全体））×県産（原材料）使用割合

県産農林水産物を基点とした産出額

（※）

[千円]
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Ｃ

0

*ｇ
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売上額[千円]　　Ａ

0

原材料費[千円]　Ｂ

0

付加価値額[千円]Ｃ

0

（Ａ

0
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使用する農林水産物のうち

県産使用割合[％]

Ｇ0(Ｅ0/Ｄ0)[重量]又は

ｇ0(e0/d0）[金額]

１　年　目（　　　.　　） ２　年　目（　　　.　　） 最　終　年（　　　.　　）

新たに製造する商品名等： 新たに製造する商品名等： 新たに製造する商品名等：



別記様式第１号の４
（１）直近の経営状況            　　　　                    　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：千円）
	直近３年の経営状況
	第　　　期

年　月　日～
年　月　日
	第　　　期

年　月　日～
年　月　日
	第　　　期

年　月　日～
年　月　日
	備考

	経常損益※１
	
	
	
	

	純資産額※２
（資産と負債の差額）
	
	
	
	

	
	うち利益剰余金
	
	
	
	


※１　損益計算書により確認　経常損益＝営業利益＋営業外収益－営業外費用
※２　賃借対照表により確認
（２）新商品の販売・流通計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：kg又は円）
	商品名１
（　　　　　　　）
	１年目
（　年　月期）
	２年目
（　年　月期）
	最終年
（　年　月期）
	販売先名
	販売開始時期

	販売額（円）①
	
	
	
	
	

	
	販売単価（円）
	
	
	
	
	

	
	販売数（個･kg等）
	
	
	
	
	

	生産販売経費（円）②
	
	
	
	
	

	収益（①－②）
	
	
	
	
	

	商品名２
（　　　　　　　　）
	１年目
（　年　月期）
	２年目
（　年　月期）
	最終年
（　年　月期）
	販売先名
	販売開始時期

	販売額（円）①
	
	
	
	
	

	
	販売単価（円）
	
	
	
	
	

	
	販売数（個･kg等）
	
	
	
	
	

	生産販売経費（円）②
	
	
	
	
	

	収益（①－②）
	
	
	
	
	

	商品名３
（　　　　　　　　）
	１年目
（　年　月期）
	２年目
（　年　月期）
	最終年
（　年　月期）
	販売先名
	販売開始時期

	販売額（円）①
	
	
	
	
	

	
	販売単価（円）
	
	
	
	
	

	
	販売数（個･kg等）
	
	
	
	
	

	生産販売経費（円）②
	
	
	
	
	

	収益（①－②）
	
	
	
	
	


（３）雇用計画
	区　分
	主な業務
	１年目
（　年　月期）
	２年目
（　年　月期）
	最終年
（　年　月期）

	正　社　員
	
	人
	　人日　
	人
　　（　　人）
	　人日　
（　　人日）　
	人
　　（　　人）
	　人日　
（　　人日）　

	パ ー ト 等
	
	人
	　　人日　
	人
　　（　　人）
	　人日　
（　　人日）　
	人
　　（　　人）
	　人日　
（　　人日）　

	合　　　計
	
	人
	　　人日　
	人
　　（　　人）
	　人日　
（　　人日）　
	人
　　（　　人）
	　人日　
（　　人日）　


※（　）内には1年目からの累計を記入すること
別記様式第２号（自らの６次産業化）
プ ロ ジェ ク ト 計 画 書
《　　　プ　ロ　ジ　ェ　ク　ト　名　　　》
	市町村名
	
	対象地域
	
	分　野
	農林水産業
（　　　　　　　　）

	事業実施主体名
	
	代表者氏名
	
	住所又は主たる事務所の所在地・連絡先
	

	事業実施主体構成
	


（注）「分野」には、農林水産物の加工、直接販売、農林水産業関連サービス、その他のうち該当するものを記載すること。

	プロジェクト目標

	各年次目標
	単位
	現　　状
（　　.　）
	１ 年 目
（　　.　）
	２ 年 目
（　　.　）
	３ 年 目
（　　.　）
	４ 年 目
（　　.　）
	最 終 年
（　　.　）

	
	(1) プロジェクトに係る事業の産出額が現状の
２倍以上増加
	千円
	（   －   ）
	（ 　     ）
	（      　）
	（      　）
	（      　）
	（  　   ）

	
	(2)　雇用の拡大（1.5名（375人日）以上）
	人日
	
	
	
	
	
	

	独自の目標項目
	①
	
	
	
	
	
	
	

	
	②
	
	
	
	
	
	
	


※括弧内は現状からの増減値を記載する。
※現状値は、事業実施年度の前年の値（又は前年までの３ヵ年の平均値）とすること。
	プロジェクトの概要
	

	特記事項
	産出額の増大
	

	
	雇用の創出
	

	
	創意工夫
	

	
	実現性
	

	
	地域への波及効果
	

	
	その他
	


　
	実施年度（　　年度）

	事業計画
	事業内容
	

	
	事業費（内訳）
	

	
	補助対象事業費
（内訳）
	


　
（注）１．「分野」欄の括弧内には、農林水産物の加工、直接販売、その他のうち該当するものを記載すること。
２．独自の目標項目の設定にあたっては、上記１に関連する数値目標を記載した項目を少なくとも１項目以上設定すること。
○プロジェクト計画書に関する補足事項


	６　添付書類
（１）事業実施主体の概要（様式第２号の１）
　　（２）直近の経営状況、販売・流通計画（様式第２の２）
　（３）事業実施計画書（別記様式第６号）及びその添付書類



別記様式第２号の１
事業実施主体の概要
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　     　　年　　月　　日現在
	名称（ふりがな）
	　　　　　　　　　　　（　　　　　　　　　　　　　　）

	代表者職氏名（ふりがな）
	　　　　　　　　　　　（　　　　　　　　　　　　　　　）

	所在地
	（〒　　-　　　）
TEL：　　　　　　　　FAX：　　　　　　　ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ：

	事業実施場所（住所）
	（〒　　-　　　）

	設立年月日
	年　月　日

	資本金
	万円

	直近期末の売上高
	万円（内、食品製造部門　　　　　万円）

	構成員数
	　　　　　　名　（内訳：構成員　　　名、雇用　　　名）

	沿革（創立から現在）
	

	事業実施主体の事業内容
及び主な商品
	

	過去の類似関連事業の実績、実施内容等
	

	主な取引先
	


※既存パンフレット等でも可
	連絡担当者
	職・氏名：
TEL：　　　　　　　　FAX：　　　　　　　　　E-mail：


別記様式第２号の２
（１）直近の経営状況            　　　　                    　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：千円）
	直近３年の経営状況
	第　　　期

年　月　日～
年　月　日
	第　　　期

年　月　日～
年　月　日
	第　　　期

年　月　日～
年　月　日
	備考

	経常損益※１
	
	
	
	

	純資産額※２
（資産と負債の差額）
	
	
	
	

	
	うち利益剰余金
	
	
	
	


※１　損益計算書により確認　経常損益＝営業利益＋業外収益－営業外費用
※２　賃借対照表により確認

（２）主な農林水産加工品の販売・流通計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：kg又は円）
	商品名１
（　　　　　　　）
	１年目
（　年　月期）
	２年目
（　年　月期）
	３年目
（　年　月期）
	４年目
（　年　月期）
	最終年
（　年　月期）
	販売先名
	販売開始時期

	販売額（円）①
	
	
	
	
	
	
	

	
	販売単価（円）
	
	
	
	
	
	
	

	
	販売数（個･kg等）
	
	
	
	
	
	
	

	生産販売経費（円）②
	
	
	
	
	
	
	

	収益（①－②）
	
	
	
	
	
	
	

	商品名２
（　　　　　　　　）
	１年目
（　年　月期）
	２年目
（　年　月期）
	３年目
（　年　月期）
	４年目
（　年　月期）
	最終年
（　年　月期）
	販売先名
	販売開始時期

	販売額（円）①
	
	
	
	
	
	
	

	
	販売単価（円）
	
	
	
	
	
	
	

	
	販売数（個･kg等）
	
	
	
	
	
	
	

	生産販売経費（円）②
	
	
	
	
	
	
	

	収益（①－②）
	
	
	
	
	
	
	

	商品名３
（　　　　　　　　）
	１年目
（　年　月期）
	２年目
（　年　月期）
	３年目
（　年　月期）
	４年目
（　年　月期）
	最終年
（　年　月期）
	販売先名
	販売開始時期

	販売額（円）①
	
	
	
	
	
	
	

	
	販売単価（円）
	
	
	
	
	
	
	

	
	販売数（個･kg等）
	
	
	
	
	
	
	

	生産販売経費（円）②
	
	
	
	
	
	
	

	収益（①－②）
	
	
	
	
	
	
	


（３）雇用計画　主な業務
	区　　分
	主な業務
	１年目
（　年　月期）
	２年目
（　年　月期）
	３年目
（　年　月期）
	４年目
（　年　月期）
	最終年
（　年　月期）

	正 社 員
	
	人
	人日
	人
（　　人）
	人日
（　　人日）
	人
（　　人）
	人日
（　　人日）
	人
（　　人）
	人日
（　　人日）
	人
（　　人）
	人日
（　　人日）

	パート等
	
	人
	人日
	人
（　　人）
	人日
（　　人日）
	人
（　　人）
	人日
（　　人日）
	人
（　　人）
	人日
（　　人日）
	人
（　　人）
	人日
（　　人日）

	合　　計
	人
	人日
	人
（　　人）
	人日
（　　人日）
	人
（　　人）
	人日
（　　人日）
	人
（　　人）
	人日
（　　人日）
	人
（　　人）
	人日
（　　人日）


※（　）内には1年目からの累計を記入すること
別記様式第３号（地域の６次産業化）
プロジェクト計画書
《　　　プ　ロ　ジ　ェ　ク　ト　名　　　》

	市町村名
	
	対象地域
	
	分　野
	

	事業実施主体名
	
	代表者氏名
	
	住所又は主たる事務所の所在地・連絡先
	

	事業実施主体構成
	


（注）「分野」には、農林水産物の加工、直接販売、農林水産業関連サービス、その他のうち該当するものを記載すること。

	プロジェクト目標

	各年次目標
	単位
	現　　状
（　　.　）
	１ 年 目
（　　.　）
	２ 年 目
（　　.　）
	３ 年 目
（　　.　）
	４ 年 目
（　　.　）
	最 終 年
（　　.　）

	
	(1) プロジェクトに係る事業の産出額が現状の
２倍以上増加
	千円
	（   －   ）
	（ 　     ）
	（      　）
	（      　）
	（      　）
	（  　   ）

	
	(2)　雇用の拡大（1.5名（375人日）以上）
	人日
	
	
	
	
	
	

	独自の
目標項目
	①
	
	
	
	
	
	
	

	
	②
	
	
	
	
	
	
	


※括弧内は現状からの増減値を記載する。
※独自の目標項目は、地域の農林漁業者の機械の利活用に関する目標を設定するとともに、数値目標を記載した項目を少なくとも１項目以上設定すること。
※現状値は、事業実施年度の前年の値（又は前年までの３ヵ年の平均値）とすること。
	プロジェクトの概要
	

	特記事項
	産出額の拡大
	

	
	雇用の創出
	

	
	創意工夫性
	

	
	実現性
	

	
	地域への波及効果
	

	
	その他
	


	実施年度（　　年度）

	事業計画
	事業内容
	

	
	事業費（内訳）
	

	
	補助対象事業費
（内訳）
	


○プロジェクト計画書に関する補足事項
１　地域の６次産業化の現状と課題

	


２　地域の６次産業化の目標と期待する効果

	


３　取組内容のモデル性　※取組内容のうち、本県の「地域の６次産業化」のモデルになると思われる点を記載すること。
	


４　具体的な取組みと役割分担　※プロジェクト期間中に、本事業と一体的に若しくは連携して行う補助事業について全て記載すること。
	取り組む項目
	実施年度
	利用する事業名
	連携・協力機関
	特記事項

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


５　支援事業の内容
	事業内容
	実施
年度
	事業費（千円）
下段は補助対象事業費
	負担区分（千円）
	備考（負担割合等）

	
	
	
	県
下段は補助対象分
	市町村
下段は補助対象分
	その他（自己負担）
下段は補助対象分
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	内
	
	
	
	
	


６　添付書類

（１）事業実施主体の概要（様式第３号の１）
（２）直近の経営状況、販売・流通計画（様式第３の２）
（３）地域の農林漁業者の「６次産業化拠点施設」の利活用計画書（任意様式）

（４）地域の６次産業化ネットワーク協議会の規約及び構成団体の名簿

（５）事業実施計画書（別記様式第６号）及びその添付書類
別記様式第３号の１
事業実施主体の概要
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　     　　年　　月　　日現在
	名称（ふりがな）
	　　　　　　　　　　　（　　　　　　　　　　　　　　）

	代表者職氏名（ふりがな）
	　　　　　　　　　　　（　　　　　　　　　　　　　　　）

	所在地
	（〒　　-　　　）
TEL：　　　　　　　　FAX：　　　　　　　ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ：

	事業実施場所（住所）
	（〒　　-　　　）

	設立年月日
	年　月　日

	資本金
	万円

	直近期末の売上高
	万円（内、食品製造部門　　　　　万円）

	構成員数
	　　　　　　名　（内訳：構成員　　　名、雇用　　　名）

	沿革（創立から現在）
	

	事業実施主体の事業内容
及び主な商品
	

	過去の類似関連事業の実績、実施内容等
	

	主な取引先
	


※既存パンフレット等でも可
	連絡担当者
	職・氏名：
TEL：　　　　　　　　FAX：　　　　　　　　　E-mail：


別記様式第３号の２
（１）直近の経営状況            　　　　                    　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：千円）
	直近３年の経営状況
	第　　　期

年　月　日～
年　月　日
	第　　　期

年　月　日～
年　月　日
	第　　　期

年　月　日～
年　月　日
	備考

	経常損益※１
	
	
	
	

	純資産額※２
（資産と負債の差額）
	
	
	
	

	
	うち利益剰余金
	
	
	
	


※１　損益計算書により確認　経常損益＝営業利益＋業外収益－営業外費用
※２　賃借対照表により確認

（２）主な農林水産加工品の販売・流通計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：kg又は円）
	商品名１
（　　　　　　　）
	１年目
（　年　月期）
	２年目
（　年　月期）
	３年目
（　年　月期）
	４年目
（　年　月期）
	最終年
（　年　月期）
	販売先名
	販売開始時期

	販売額（円）①
	
	
	
	
	
	
	

	
	販売単価（円）
	
	
	
	
	
	
	

	
	販売数（個･kg等）
	
	
	
	
	
	
	

	生産販売経費（円）②
	
	
	
	
	
	
	

	収益（①－②）
	
	
	
	
	
	
	

	商品名２
（　　　　　　　　）
	１年目
（　年　月期）
	２年目
（　年　月期）
	３年目
（　年　月期）
	４年目
（　年　月期）
	最終年
（　年　月期）
	販売先名
	販売開始時期

	販売額（円）①
	
	
	
	
	
	
	

	
	販売単価（円）
	
	
	
	
	
	
	

	
	販売数（個･kg等）
	
	
	
	
	
	
	

	生産販売経費（円）②
	
	
	
	
	
	
	

	収益（①－②）
	
	
	
	
	
	
	

	商品名３
（　　　　　　　　）
	１年目
（　年　月期）
	２年目
（　年　月期）
	３年目
（　年　月期）
	４年目
（　年　月期）
	最終年
（　年　月期）
	販売先名
	販売開始時期

	販売額（円）①
	
	
	
	
	
	
	

	
	販売単価（円）
	
	
	
	
	
	
	

	
	販売数（個･kg等）
	
	
	
	
	
	
	

	生産販売経費（円）②
	
	
	
	
	
	
	

	収益（①－②）
	
	
	
	
	
	
	


（３）雇用計画　主な業務
	区　　分
	主な業務
	１年目
（　年　月期）
	２年目
（　年　月期）
	３年目
（　年　月期）
	４年目
（　年　月期）
	最終年
（　年　月期）

	正 社 員
	
	人
	人日
	人
（　　人）
	人日
（　　人日）
	人
（　　人）
	人日
（　　人日）
	人
（　　人）
	人日
（　　人日）
	人
（　　人）
	人日
（　　人日）

	パート等
	
	人
	人日
	人
（　　人）
	人日
（　　人日）
	人
（　　人）
	人日
（　　人日）
	人
（　　人）
	人日
（　　人日）
	人
（　　人）
	人日
（　　人日）

	合　　計
	人
	人日
	人
（　　人）
	人日
（　　人日）
	人
（　　人）
	人日
（　　人日）
	人
（　　人）
	人日
（　　人日）
	人
（　　人）
	人日
（　　人日）


※（　）内には1年目からの累計を記入すること

別記様式第４号

番　　  　　号

年　　月　　日

山形県知事　　　　　　　殿

市町村長　　　　　　　　　

令和　　年度山形のうまいもの創造支援事業プロジェクト計画書について

　標記について、山形のうまいもの創造支援事業実施要綱第３の３の規定により提出します。
（注）市町村以外が事業実施主体の場合には、市町村の意見書を添付すること。
別記様式第５号

番　　　　　号

年　　月　　日

市町村長　　　　　　　殿

山形県知事　　　　　　　　

令和　　年度山形のうまいもの創造支援事業プロジェクト計画書について

　令和　年　月　日付け　第　　号にて提出のあった標記について、山形のうまいもの創造支援事業実施要綱第６の１の規定により、下記のとおり通知します。

記

（プロジェクト）　（事業実施主体名）　（採否）

別記様式第６号

事業実施計画書
	市　町　村　名
	

	プロジェクト名
	

	事業実施主体名
	


１　事業の実施計画

	事業の内容
施行箇所設置場所
工種、施設区分
　　構造、規格、能力　等
	事業量
	単価
	事業費
	負担区分
	工　　期
	備　　考

	
	
	
	
	県補助金
	市町村費
	その他
	着工(予定)

年月日
	竣工(予定)

年月日
	

	
	
	円
	円
	円
	円
	円
	
	
	

	合　計
	
	
	
	
	
	
	


　（注）「備考」欄には、制度資金又は金融機関等の借入れを計画している場合の「資金名」及び「借入金額」を記入すること。

２　添付書類
　　　別紙のとおり

別紙　　事業実施計画書（別記様式第６号）の添付書類
	
	添　付　書　類

	１
	位置図（市町村における実施地区の位置を示した５万分の１の地図及び実施地区における実施場所を示す案内図等の図面）

	２
	実施設計書・設計図（見積書・カタログ・工程表等）

	３
	事業実施主体の組織及び運営に関する規約・定款（団体の場合（市町村を除く））

	４
	収支計画　

資金計画

	５
	販売・流通計画

	６
	新たに整備する設備の耐用年数表

	７
	その他必要な書類

・必要に応じて、下記の書類等の提出を求める場合があります。

(1)経営状況が把握できる書類

①　個人の場合

・直近の所得税の確定申告書及び所得税青色申告決算書（又は収支内訳書）
・認定制度を受けている者は、認定証および経営改善計画書の写し（本事業計画が反映された内容であること）

②　農林漁業経営を行う法人の場合

・直近の決算報告書（貸借対照表、損益計算書等）
・認定制度を受けている者は、認定証および経営改善計画書の写し（本事業計画が反映された内容であること）
③　新たに農林漁業経営を行う法人を設立する場合

・親会社が存在する場合は、親会社の直近の決算報告書（貸借対照表、損益計算書等）

・個人経営から新たに設立する場合は、直近の構成員（代表者等）の所得税の確定申告書及び所得税青色申告決算書（又は収支内訳書）

④　②,③以外の農林漁業者等が組織する団体の場合

　  ・構成員に課税されている場合には、直近の構成員（代表者等）の所得税の確定報告書及び所得税青色申告決算書（又は収支内訳書）

・団体に課税されている場合には、直近の決算報告書（貸借対照表、損益計算書等）
⑤　その他

　・以上の書類を基本としつつ、その他経営状況を把握できる書類等

(2)資金調達に関する資料
・金融機関等からの借入れを行う場合は、借入計画について当該金融機関と事前相談等を行い、融資が確実に見込まれる状況が把握できる書類（借入金融機関名（支店名）、担当者名、連絡先、相談年月日等を明記したもの）

(3)事業実施主体及び構成員の既存機械調書
(4)機械・施設の能力、台数、規模等の決定根拠及び利用計画
(5)その他事業実施に必要な書類　など


別記様式第７号

番　　　  　号

年　　月　　日

山形県知事　　　　　　　　殿

市町村長　　　　　　　　　

令和　　年度山形のうまいもの創造支援事業実施計画の承認申請について

　標記について、山形のうまいもの創造支援事業実施要綱第７の３の規定により、関係書類を添えて申請します。

（注）関係書類として、別記様式第６号の事業実施計画書を添付すること。
別記様式第８号

番　 　　 　号

年　　月　　日

市町村長　　　　　殿

山形県知事　　　　　　　　

令和　　年度山形のうまいもの創造支援事業実施計画の承認について

　令和　年　月　日付け　　第　　号で申請のありました標記について、承認しますので、山形のうまいもの創造支援事業実施要綱第７の５の規定により通知します。

別記様式第９号 

番　　　　　号
年　　月　　日
  山形県知事　　　　　　殿 
市町村長　　　　　　　　　　

　
令和　　年度山形のうまいもの創造支援事業費の補助金交付決定前着工届
　令和　　年度山形のうまいもの創造支援事業の実施計画に基づく別添事業について、下記条件を了承のうえ、補助金交付決定前に着工したいのでお届けします。
記
１　補助金交付決定を受けるまでの期間内に、天変地異等の事由によって実施した事業に損失を生じた場合、これらの損失は、事業実施主体が負担するものとする。
２　補助金交付決定を受けた補助金額が交付申請額又は交付申請予定額に達しない場合においても、異議がないこと。
３　当該事業については、着工から補助金交付決定を受ける期間内においては、計画変更は行わないこと。
別添       
	地区名
	実施主体名
	事業の内容
	事業量
	事業費
	着工予定
年 月 日
	竣工予定
年 月 日
	理　由

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


別記様式第10号（食品製造業者）
プロジェクト実施評価報告書（令和　　年度）
《プロジェクト名　　　　　　　　　　　　　　　　　》
	市町村名
	
	対象地域
	
	分　野
	

	事業実施主体名
	
	代表者氏名
	
	住所又は主たる事務所の所在地・連絡先
	

	事業実施主体構成
	


	プロジェクトの概要
	


	プロジェクト目標

	各年次目標
	単位
	現　　状
（　　.　）
	１ 年 目
（　　.　）
	２ 年 目
（　　.　）
	最 終 年
（　　.　）

	
	(1)　農林水産業を起点とした産出額（増加額）
	千円
	（   －   ）
	（ 　     ）
	（      　）
	（  　   ）

	
	(2)　県産農林水産物の使用量を現在より増加（重量・価格）
	t・千円
	（   －   ）
	（ 　     ）
	（      　）
	（  　   ）

	
	(3)ア　県産農林水産物の使用割合を現在より10ポイント以上増加
	％
	（   －   ）
	（ 　     ）
	（      　）
	（  　   ）

	
	　 イ  新たに導入される設備等で使用する県産農林水産物の使用割合が50％以上増加　　　　　
	％
	
	
	
	

	
	(4)　県内農林漁業者との取引の拡大（重量・価格）
	t・千円
	（   －   ）
	（ 　     ）
	（      　）
	（  　   ）

	
	(5)　雇用の拡大（１.５名（３７５人日）以上）
	人日
	
	
	
	

	独自の目標項目
	①
	
	
	
	
	

	
	②
	
	
	
	
	


※　目標値を（　）書きで記載し、下段に実績値を記載すること
　※　詳細内容がわかるものを添付すること
	プロジェクトの成果
	

	
	産出額
	

	
	雇用
	

	
	地域や業界への波及
	

	
	コスト削減
（収益性の向上）
	


	目標達成への課題
	


	プロジェクトの今後の活動方針と見通し
	


	実施年度
	実施年度（　　年度）

	事　業　計　画
	事業内容
	

	
	事業費（内訳）
	

	
	補助対象事業費
	

	
	
	県補助金額
	

	
	
	その他資金額
	

	備　　考
	


※プロジェクトの取組み、活動状況がわかる写真を添付すること

別記様式第11号（自らの６次産業化）
プロジェクト実施評価報告書（令和　　年度）
《　　　プ　ロ　ジ　ェ　ク　ト　名　　　》

	市町村名
	
	対象地域
	
	分　野
	

	事業実施主体名
	
	代表者氏名
	
	住所又は主たる事務所の所在地・連絡先
	

	事業実施主体構成
	


	プロジェクトの概要
	


	プロジェクト目標

	各年次目標
	単位
	現　　状
（　　.　）
	１ 年 目
（　　.　）
	２ 年 目
（　　.　）
	３ 年 目
（　　.　）
	４ 年 目
（　　.　）
	最 終 年
（　　.　）

	
	(1) プロジェクトに係る事業の産出額が現状の
２倍以上増加
	千円
	（   －   ）
	（ 　     ）
	（      　）
	（      　）
	（      　）
	（  　   ）

	
	(2)　雇用の拡大（1.5名（375人日）以上）
	人日
	
	
	
	
	
	

	独自の目標項目
	①
	
	
	
	
	
	
	

	
	②
	
	
	
	
	
	
	


	プロジェクトの成果と課題
	

	
	産出額
	

	
	雇用
	

	
	独自の目標項目
	

	
	その他

【視点】

・創意工夫ある取組みの実施状況

・地域への波及効果
	


	プロジェクトの今後の活動方針と見通し
	


	事　業
	
	実施年度（令和　　年度）

	
	事業内容
	

	
	事業費（内訳）
	

	
	
	県補助金額
	

	備　　考
	


※プロジェクトの取組み、活動状況がわかる写真を添付すること。

○プロジェクト実施評価報告書に関する補足事項
１　トップランナー関係
個人、法人（農業協同組合、森林組合、漁業協同組合及び漁業生産組合（以下「農協等」という。）並びに農協等の出資法人を除く。）の場合

	
	現　状
	年　次　目　標

	
	
	１年目（Ｒ　　）
	２年目（Ｒ　　）
	３年目（Ｒ　　）
	４年目（Ｒ　　）
	５年目（Ｒ　　）

	経営体全体の農業経営に係る販売金額（千円）
	（　　　　）
	（　　　　）
	（　　　　）
	（　　　　）
	（　　　　）
	（　　　　）

	主たる経営者１人当たりの農業所得（千円）
	（　　　　）
	（　　　　）
	（　　　　）
	（　　　　）
	（　　　　）
	（　　　　）


※　目標値を（　）書きで記載し、下段に実績値を記載すること。

２　各種農林漁業者の認定制度

個人、法人の場合

	認定制度※
	該当する項目を〇で囲み、必要事項を記載すること。

	
	・認定（認定年月日：　　　　　　　）

・プロジェクト期間中に認定予定（認定予定年：　　　　　　）　　　　　


※　認定農業者、認定就農者、認定林業事業体又は認定漁業者のいずれかを記載すること。

別記様式第12号（地域の６次産業化）
プロジェクト実施評価報告書（令和　　年度）

《　　　プ　ロ　ジ　ェ　ク　ト　名　　　》

	市町村名
	
	対象地域
	
	分　野
	

	事業実施主体名
	
	代表者氏名
	
	住所又は主たる事務所の所在地・連絡先
	

	事業実施主体構成
	


	プロジェクトの概要
	


	プロジェクト目標

	各年次目標
	単位
	現　　状
（　　.　）
	１ 年 目
（　　.　）
	２ 年 目
（　　.　）
	３ 年 目
（　　.　）
	４ 年 目
（　　.　）
	最 終 年
（　　.　）

	
	(1) プロジェクトに係る事業の産出額が現状の
２倍以上増加
	千円
	（   －   ）
	（ 　     ）
	（      　）
	（      　）
	（      　）
	（  　   ）

	
	(2)　雇用の拡大（1.5名（375人日）以上）
	人日
	
	
	
	
	
	

	独自の
目標項目
	①
	
	
	
	
	
	
	

	
	②
	
	
	
	
	
	
	


	プロジェクトの成果と課題
	

	
	産出額
	

	
	雇用
	

	
	独自の目標項目
	

	
	その他

【視点】

・創意工夫ある取組みの実施状況

・地域への波及効果
	


	プロジェクトの今後の活動方針と見通し
	


	事　業
	
	実施年度（令和　　年度）

	
	事業内容
	

	
	事業費（内訳）
	

	
	
	県補助金額
	

	
	
	市町村補助金額
	

	備　　考
	


※プロジェクトの取組み、活動状況がわかる写真を添付すること

別記様式第13号

番　 　　 　号

年　　月　　日

山形県知事　　　　　　　　　殿

市町村長　　　　　　　　　
令和　　年度山形のうまいもの創造支援事業実施評価報告書の提出について

　下記のプロジェクト計画に係る標記実施評価報告書について、山形のうまいもの創造支援事業実施要綱第８の３の規定により、関係書類を添えて提出します。
記

（　プロジェクト名　）　（　事業実施主体名　）

（注１）市町村以外が事業実施主体の場合には、市町村の意見書を添付すること。

（注２）意見書の作成に当たっては、プロジェクト全体の進捗状況に関する意見を記載するとともに、プロジェクト計画書に記載のプロジェクトの概要のうち「創意工夫性」、「実現性」及び「地域への波及効果」を含む意見とすること。

